ジョセイロウドウ ノ ジッタイ ト シュウギョウケイタイ ノ ヘンカ ニ カンスル センコウケンキュウ by 堀 眞由美
白鴎大学論集　第17巻　第2号
文論
女性労働の実態と就業形態の変化
　　　　　　に関する先行研究
堀 眞由美
Previous　Studies　on　The　Cases　of　Female　Labour
and　The　Changes　ofFemale　Employment　Pattems
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　HOR【Mayumi
??要
　女性労働の先行研究は、主として労働経済学・経営学、ジェンダーとい
う視点を主とする社会学、および法学・政策学的視点からなされるのが一
般的である。本稿では、男女雇用機会均等法（以下　均等法）以降の女性
労働に焦点を合わせ先行研究について考察した。その背景理由について述
べるならば、論者が、I　T化の進展に関連させて女性労働、特に、I　T化
によって新たな就業形態の形成がもたらされる、と確信することに専ら拠
る。I　T化を視野に入れるならば、1980年代半ばから考察することが適切
と判断し、女性の就業の多様化もこの年代から顕著になり始めたからとい
う見解に拠る。1980年代半ばから1990年代にかけての社会・経済的構造の
大幅な変化は、当然、女性労働環境にもインパクトを与えたが、女性労働
力率のM型曲線に象徴される日本の女性労働が内包する問題を引きずった
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ままという、ややアンバランスを秘めたという状況は否定できない。
　これまでの先行研究を考察すると、日本の女性労働問題解明、および解
決方向を、制度、政策的視点から追究することを主流とすることがわかる。
本稿では、さらにI　T化の進展という切り口から女性労働問題の解決に向
けての研究を当分野におけるもう一つの潮流として位置づけ考察した。
　　　　　　　　　　　目　次
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はじめに
　均等法が施行（1986）されてから16年が経過した。この間、女性就業を
取り巻く環境は大きく変化し、職域の拡大などさまざまな分野で女性の進
出が図られている。また、均等法の改正（1999）が行われ、改正育児・介
護休業法（2002）や男女共同参画社会基本法（1991）などの法的整備も進
み、確かに、働く場で生じている男女差を積極的に改善しようという傾向
が強まっている。しかしながら、日本女性の労働力率は、若干の変動はあ
るものの欧米と比較するならば、依然としてM型曲線は変わらない状況で
ある。
　均等法施行以後の女性労働に関しては、その研究視点は、施行以後の女
性雇用への影響と問題点の究明に向けられているといえよう。近年の能力
主義的な働き方が注目される中で、法整備の時代を迎え女性の働く場での
活躍の機会や働きやすさが、明確なかたちで実現されつつあるか、という
と一抹の疑念を抱かざるを得ない。先行研究もこの疑問の解明に注力して
いるものと思われる。
　また、就業の多様化の進展は、均等法によってはずみをつけられたとい
われるように、女性の非正規労働化を促進した。女性の非正規労働の中で
多くを占めるパート、最近増加傾向を示している派遣・契約社員の問題は、
正規社員に比較して賃金を含めてその処遇の低さ、不安定さにある。非正
規労働の研究は、以上の処遇面での不均衡の要因を、社会・経済的視点か
ら分析している。さらに、女性の就業行動という慣行、文化・心理的視点
にまで着目し、分析していることも指摘できよう
　なお、本稿においては、I　T化の進展が、就業の多様化、非正規化の増
大と相まって女性労働にどのような影響を与えるかという点に着目し、そ
の先行研究の探究に努めた。中でも「テレワーク」という就業形態が、女
性労働に与える影響に関する先行研究を探るが、I　T化との関連で当分野
の研究は、端緒に就いたばかりといえよう。今後の研究成果に期待したい。
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さらに、そこから今後の日本の女性労働の方向性を探る手がかりとしたい。
また、わが国女性労働の最大の課題はM型曲線という特質を持った労働力
率に凝縮されている本質の解明とその解決にある。本稿がその一助となれ
ば幸いである。
1．男女雇用機会均等法以後の女性労働の実態と就業形態に
関する先行研究
　女性の就業形態に関する先行研究は、本来「女性労働」あるいは「女性
雇用」の範囲で論じられることが多い。また、就業形態を含めた「女性労
働」の視点からの先行研究については、社会政策的視点や労働経済ないし
ジェンダーという社会学の視点から考察されてきた。
　社会政策やジェンダーといった社会学視点と比較して、経営学や労務管
理の枠内で女性労働について取り上げられる例は多いとはいえない。男性
を対象とするのが一般的であり、女性労働をテーマとして取り上げる例は
少ない。藤井は、女性労働を「経営学的フレーム」での分析、考察の例は
少なく、あってもほとんどが近年の成果としている1（藤井　1999）。しか
し、わが国における女性の地位や立場は、働く場、すなわち職場において
最も顕著に浮き彫りにされるところから、また、今日の企業経営において、
女性労働の能力の活用が強く要請されているところから、経営学的視点か
らの女性労働の分析・考察は歴史的必然性をもっものといえよう。
　わが国女性労働の特色であるM型就業を視野に入れ、明治以降の女性労
働についての概観を踏まえた上で、均等法以後の問題点、均等法施行の影
響を総合的に考察し、M型就業の意味を日本の雇用慣行や制度・政策的な
視点から捉えたものとして大森の研究2があげられる（大森　1990）。
　大森は、この研究の中で均等法施行以後も労働力率のM型曲線傾向が維
持されているのは、依然として家庭の責任が女性の肩に科せられているこ
とによるとしている。また、高度成長期以降のパートタイマーの活用やO
A化に伴う派遣社員の増大など就業形態の多様化傾向を指摘すると共に、
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その多様化の進展と相まって女性労働の階層化についても言及している。
　女性労働の階層化一熊沢（2000）は階層化の進展は多様化に関連し、
それは「職業」、「年齢」、「正規・非正規の雇用形態」という基準から生じ
るとしている3一については、後述する熊沢が使用している「恵まれて
いる程度」という表現に凝縮されていると思うが、前述の基準以外の「学
歴」や「労働条件」さらには「意識」すなわちジェンダーといった周辺ま
で考察して解明していく必要があるだろう。確かに熊沢が述べているよう
に、女性労働の非正規社員の2大階層化として「専門職型」と「一般労働
型」4は推測できるが、問題は、階層化の進展がM型曲線の特性にどのよう
に影響を及ぼすのか、その要因はなにかさらに追究する必要があろう。ま
た、階層化が労働条件のジェンダー再生産をもたらす危険があるのかどう
か見極めなければならないであろう。
　なお、女性労働白書（労働省女性局編　平成11年版）5において、大学お
よび大学院卒の場合、女性の学歴、年齢階級別労働力率に関して、平成元
年、11年共に卒業後20～24歳層では、90％以上が就業することから、従来
のM型曲線を描かず、「きりんの首」のような曲線を描くとし、わが国の
女性労働力率をrきりん」型と表現している。大卒女性の場合、必ずしも
M型を描くライフパターンを持つとはいえないことを示している。M型、
きりん型いずれにしても、その変化の背景にある大卒女性の就業意識や行
動の変化に関しては今後とも注目度の高い研究課題である。
　日本型企業社会と家族問題の観点から安川6は、従来の日本型企業社会
の構造を支えてきた性別分業が、その構造の変化と共に性別分業構造の解
体が迫られているとし、わが国の労働市場で差別されてきた女性問題を、
日本型企業社会のパラダイム転換に伴ってどう取り扱うべきかという課題
を投げ掛けている（安川　1994年）。
　また、田中7は「生活」を「労働時間」という面に絞り、日本とドイツ双
方の生活の中で労働時間、フレックス・タイムなどを中心に日独双方の就
業形態の柔軟性比較を通して、社会的制度のあり方、家族、家事・育児・
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介護の問題などについて論述している。いわば、労働時間から生活のあり
方を探究し、rより人問らしい生活」に向けてr仕事と家庭」の問題に焦
点を合わせたものである。今日、生活という視点から労働のあり方を志向
する傾向が強くなってきているが、労働面に生活概念を投影させた研究と
しては先駆的なものといえよう（田中　1994）。
　竹中・久場は予1960年代以降、全体の労働力中に占める女性労働力の増
加、職場への女性の進出参加を「労働力の女性化」として研究著書を著わ
している（竹中、久場　1994）。本書において日本や欧米先進国だけでな
く、グローバルに進んでいる労働力の女性化の背景および現状を考察しつ
つ、欧米先進国との比較分析を通して日本の労働、雇用の特質について追
究している。特に、非正規労働形態の中のパートタイマー労働に関して、
EU諸国と日本のそれを比較研究している。EU各国のパートタイム労働
についての保護法制、平等政策にそれぞれ違いがあるものの、わが国のパー
トタイマーに比して賃金その他の基本労働条件においてフルタイマー、パー
トタイマー平等の原則が貫かれていると指摘している。わが国の平等の原
則が、欧米先進国に比べて遅れているとみなされる背景には、家事・育児
や介護責任が女性に偏る伝統的な性別分業の慣行に根付いているという論
は理解できる。日本の女性労働の問題は、ジェンダーという視点にまで切
り込まなければ解明できないということがわかる。反面、性別分業の再編
成による働く女性のための新しい仕組みづくりについて、理念や方向レベ
ルでは示されているが、具体的な政策方向での探究については課題を残し
たままといえよう。
　女性労働に限定してはいないが、就業観、就業意識の観点から今田の研
究9に注目したい。今田の研究では、一般に研究視点が共通する実態分析
とは異なった視角、すなわち、勤労意識の視点から女性労働に対する諸制
度、支援策のあり方の展開について示唆している。今田は、勤労意識につ
いて、日本的雇用慣行、わが国の産業社会における分配原理、および生活
意識の3要素から勤労意識について分析し、終身雇用と年功制を支持する
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層と自己啓発型の能力開発を支持する層の二極化に分岐すると述べている。
女性就業者、テレワーカーについても勤労意識という点から二極化が予想
されるが、日本型雇用慣行の変化がどのような影響を及ぼすのか今後の研
究視座が示唆される（今田　2000）。以上、いずれも1986年4月の均等法
施行後の女性労働について、実態とその影響や効果の点に焦点を置いた研
究である。
　藤井は「日本型企業社会と女性労働」10の中で、経営史の立場から、女性
労働の実態や働く場（企業）での問題的状況を、戦前から戦後の高度成長
期を通じてバブル崩壊後の時代に至るまで社会・経済、産業構造の変化を
背景に分析研究している。特に、日本型企業の変貌と女性労働への影響に
ついては、事務のOA化や就業形態の多様化の視点からも考察している。
なお、前述した均等法については、施行後、女性労働活用の実態をr婦人
労働問題研究会」の調査に基づいて分析・論述しているが、結論として均
等法が女性の労働条件の改善・解決に期待するほどの効果が得られず、む
しろ労基法改定やコース別管理の導入によって、仕事と家庭の両立の困難
さや職場の人間関係の問題などが発生し同時に、就業の多様化を進展させ
ているとしている（藤井　1996）。
　女性労働の多様化について、藤井はまず女性の就業形態が男性のそれと
異なり、ライフサイクルに沿って推移していると言及している。藤井は、
女性就業者の大部分が、出産・育児に伴う就業中断のプロセスを採るとし、
女性が男性に比して非正規労働の割合が多い要因を就業中断再就職にある
としている。再就職はほとんど非正規労働に従事することになりそれもパー
ト就業形態を採る。そのパート就労形態も多様化が進展していることを指
摘し、単に勤務時間の長短だけではなく、専門職パート、昇進の可能性の
余地が大きいパートなど職域や待遇の多様化について論じている。情報処
理を担当する派遣社員の増加に関連して、後述するテレワーカーの前身と
いうべき在宅プログラマー、オペレーターの存在にも触れている。
　なお、藤井の指摘している正規、非正規いずれの形態にせよ、管理者、
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あるいは中堅社員として基幹業務や専門業務に従事する女性とパートとし
て単純労働に従事する女性の二極化の進展が見られるという示唆は、女性
労働という背景でテレワーカーを考察する場合、近未来におけるテレワー
カーの就業形態の変化や多様化を研究する際の参考になろう。さらに、前
述したように有能なパートにっいては、昇進可能性のある就業形態や一般
のパートについても時間、職種によって雇用・就業形態の多様化が進むも
のとしている（藤井　1996）。
　女性労働を直接メインテーマに取り上げたものとして、前述した熊沢の
「女性労働と企業社会」11をあげたい（熊沢誠　2000年）。本書は、労働のジェ
ンダー状況を、近年、新しいジェンダー観として浮上してきた男女共生社
会の視点を見据えながら、実態と変化と改革方向を示唆した研究成果のま
とめである。熊沢は、短期勤務、定型または補助的業務、低賃金というわ
が国固有の女性労働の特殊要因を三位一体論として展開している。日本の
女性労働環境を特徴づけるM型曲線については、M字のボトムにあたる年
齢階級（20代後半～30代半ば）が、80年代半ばから底を上げる傾向にある
ことを指摘し、家庭および子供を持つ女性が働くことを選択することが常
態になっていると述べている。反面、依然として非正規社員としての女性
の増大について考える際、均等法や労働基準法の改正など法的整備の進展、
および能力主義的管理の強化と前述した非正規社員の急増の今日的動向を
踏まえて考察することの必要性を説いているが、このことは今日の女性労
働研究の重要な視座という点で多大な示唆を受ける。特に、能力主義が、
従来競争原理の土壌が薄かったわが国の労働環境風土にどの程度浸透する
のか追究する必要があるが、熊沢が論じているように、女性労働に関連し
て能力主義管理への導入転換を考察する場合、社会的、文化的、生理的存
在としての女性にどのようなインパクトを与えるのか興味あるところであ
る。
　能力主義管理の導入と共に、グローバリゼーションの進展も女性労働に
影響を与えるという視点から川口は論じているが（川口　2000）12内容と
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しては従来の女性労働を取り巻くわが国の特性と問題点指摘の部分が多く、
ややイデオロギー的色彩が濃いと思われるが、今後の研究課題としての余
地は大きい。
　女性労働の主要な課題でもある仕事と家庭の調和という観点を、日本・
オランダ・アメリカとの国際比較を活用して、両立のための日本モデル構
築を示唆した最近の成果として前田の研究（前田　2000）13があげられる。
前田は、本書において仕事と家庭の調和を実現するための政策的観点を提
示している。
　政府刊行物においても、平成11年度の国民生活白書14では、「雇用環境」
の変化を取り上げ、生活スタイルに合わせた就業形態を選ぶ傾向が高まっ
ていることが述べられている。女性就業者の増加についてはその背景要因
として、家事関連サービスの外部化の進展、育児・介護などに対する社会
的支援の高まりを指摘している。仕事と家庭の両立に関連してオランダ・
モデルも紹介している。また、情報化の進展にも触れ、時間、場所に制約
されない就業形態の進展などについても述べられている。
2．非正規労働（パート労働）に関する先行研究
　就業形態の多様化は、女性労働市場にあっては非正規労働の増大を意味
する。非正規労働の増大は1970年代後半から顕著に見られるようになる。
その背景には、産業構造や社会構造の変化があげられよう。すなわち、サー
ビス産業におけるファースト・フーズや流通産業の発展は、時間や曜日に
よって仕事の繁閑の差があるところから就業の弾力化を要請し、曜日や時
間を柔軟に担当できるパートを主体とした非正規労働の需要を旺盛にした。
また、1970年代後半以降の経済低成長期への転換、80年代以降の競争の国
際化などによる経営効率向上を狙っての労務コストの削減からの必要性が
あげられる。
　さらに、供給側の働く女性側から見れば、家事の合理化などによる余裕
時間の増加、専業主婦化より働くことへの意識の転換、家事・育児に支障
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がない就業形態としてパートの選択などの諸要因が強く作用している。今
日、わが国の産業は、非正規労働者の支えなくしては、経営維持が難しい
現状になっているといえよう。
　非正規労働の実態把握については、古郡の「非正規労働の経済分析」
（古郡　1997）15の研究が目立つ。古郡は、今後の労働市場における非正規
労働の実態分析に焦点を当て、労働市場の多重構造、いわゆる就業形態の
多様性に着目すると共に、特に、非正規の中で構成比の大きいパートタイ
マーに焦点を当て、その実態分析を通して追究している。女性の就業行動
について見るならば、既婚女性を取り上げデータに基づいて就業行動変化
を分析している。近年、女性の就業行動は、第三次産業を中心に非正規労
働力として増加しているとしている。女性の就業と差別では、「経済的差
別」論に基づいて、男女間の賃金、職種、雇用機会の差別について論じ、
その差別実証の解明の難しさを指摘している。性別分業慣行について、社
会的慣行としての家計内の男女分業による補完的関係が職場に持ち込まれ
たとする論は説得力がある。なお、古郡の本書で注目する点は、「非正規
就業の正規化」の提案である。非正規労働が、今後の経済・社会・産業あ
るいは個人の価値観としても二一ズが高く、受容性の可能性が大きいとい
う観点から、正規労働者として労働に応じた適正な処遇と身分保障を行い
r正規化」を図っていく努力の必要性を述べている。
　なお、古郡は、「働くことの経済学」16（2002年）でも、非正規労働の労働
条件について考察し、特に、身分不安定な状況を改善するために社会保障
制度の整備の必要性について論じている。この点はわが国の非正規労働の
主要課題であり、テレワークの研究においても将来課題として重要と認識
している。
　熊沢が、就業形態の多様化を能力主義管理の進展から考察していること
については前述した。これに関連して非正規社員について「高度専門能力
開発型」とr一般労働型」に二分し、その上で能力主義管理強化の関連で
非正規社員のあり方について論述している（熊沢　1997）y前述した今田
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の勤労意識の二極化に共通した観点が見られよう。
　女性の非正規労働、主としてパートに関して性差別やジェンダー、家事
労働が女性に集中し、その裏面に男性の長時間労働があるといった家族単
位の問題から追究している伊東の研究18（伊東　1999）で論述されているよ
うに、わが国の女性労働問題の多面性および経済社会、産業から家庭・個
人に至るまでの複雑に絡み合った問題の根深さを感じられずにはいられな
い。伊東は、パート問題に対して「単なる低賃金問題であるとか雇用形態
区別問題ではない。家族単位制ゆえの性差別の問題（女性は家計補助的な
賃金でよい）であり、雇用形態（特に有期契約）による差別の問題である」
とし、年功制を含めて男性主体の家族単位制の解消が肝心という論を展開
している。女性労働の問題解決に家族単位から個人単位へという切り口を
提示したのはユニークな着眼であるが、労働組合や職場の支援や意識改革
については、やや具体性と総合性に欠けると思われる。また、規制緩和と
の脈絡が明確ではない。
　1993年「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」、パートタイ
ム労働法が施行されたが、問題が依然として残る。八代は19パートタイマー
や派遣社員の雇用が正規社員の雇用安定を妨げるという思想が依然として
根強いことを指摘し、それと相まって、パートタイム労働法が罰則規定を
伴わず、あくまで雇用主の努力義務と行政指導に負う面が多いとしたとこ
ろに改善が遅々として進まないと見ている（八代　1999）。また、就業多
様化時代を迎えて派遣社員の規制緩和の必要性を強調している点は理解で
きる。
　生きがいや働きがいを企業組織としてマネジメントの場でどのように導
き出すかというテーマから、働く女性の組織や管理の問題を取り上げた研
究として渡辺の研究20（渡辺　2000）があげられる。渡辺は、働き方働かせ
方が変容しつつある中で個人と企業組織の良好な関係構築の視点から女性
労働、パートの問題に取り組んでいる。
　I　T化に伴い市場の急速で不確実性の高い変化への対応として、新事業
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の展開、トータル人件費の削減などから、正規社員の少数精鋭化と非正規
社員（パートタイマー、契約社員、派遣社員、臨時社員、アルバイトなど）
雇用の拡大、すなわち人材の外部化は今後ますます進行すると思われる。
これら外部人材活用の視点からの研究として佐藤（佐藤　2001）21の成果が
あげられる。その中で、藤川22は、非正規労働としての派遣社員の保護に
関して考察している。派遣社員の多くが、健康保険、厚生年金保険などの
社会保険や労働保険に加入していない現実、その理由として加入無資格と
加入手続きの面倒さを指摘しているが、正規社員（常用労働者）適用を前
提にする現行制度が、短期就労とその断続性を特徴とする派遣社員への適
用を難しくしていると述べている。企業の労働組合がこの問題に積極的、
前向きに関与することを主張しているが、その意見には賛同したい。しか
し、機会の平等を求めて法的な保護の関与をあまり望まないとする見解に
は疑問がある。わが国の雇用慣行の根深さを考えるならば、企業などの自
主的な政策に任せるのは理想であろうが、ある程度、行政サイドが関与し
た方が実効性が高いように考えるからである。関与をあまり望まないとす
る見解には疑問がある。わが国の雇用慣行の根深さを考えるならば、企業
などの自主的な政策に任せるのは理想であろうが、ある程度、行政サイド
が関与した方が実効性が高いように考えるからである。
3．女性の就業形態としてのテレワーク23に関する先行研究
　テレワークに関しては、それに関する実態調査研究が先行し、研究論文
ないし著書として公表刊行されたものは極めて少ないのが現状である。こ
れまでの調査研究におけるテレワーク追究の方向としては、一つには、I
T（情報通信技術）という観点から、二つには、就業形態の多様化の観点
からの二方向があげられるが、両者を共通の基盤として研究している例を
見出すのは難しい。女性労働の視点からテレワークを考察する場合は、後
者の就業形態の多様化（女性就業あるいは女性雇用の多様化）との局面で
とらえることが主である。テレワークは、情報化社会、ネットワーク社会
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での新就業形態一場所と時間に制約されない一として有望な就業の選択肢
とみなされてはいるが、具体的な政策的方向については今後の研究課題と
して残されている。
　女性労働のOA化・情報化の影響については、1980年代半ばから調査が
行われており、その主要な一つに、電機労連が行った「OA／情報化の女
性労働への影響調査」24がある。本調査で関心を引くのは、高卒を中心とし
た一般事務、キーパンチャー、オペレーター（OL層）と大卒理工系を中
心としたインストラクター、プログラマー、システム・エンジニアなど技
術者を主力とする（TL層：テクノ・レディー）の仕事と家庭の両立を念
頭においた仕事観、職業意識の違いを取り上げていることである。OL層
は（一般事務職）では、「結婚・子供が生まれるまで」の腰掛け型、T　L
層は、職業継続意思強固型と顕著な違いを示していると指摘している。ま
た、情報化と労働市場との関連では、情報化の進展と労働政策との関連に
関する研究会（労働大臣官房政策調査部）の「企業の情報化と労働一情報
化の労働面への影響と労働システムの課題」25（労働大臣官房政策調査部
1996）があげられる。本研究で注目すべき点は、非正規従業員に関して、
業務の外部委託のウエイトヘの影響を調査していることである。
　テレワークに関連した調査としては、1990年代後半に日本労働研究機構
が実施した次の2点があげられる。「情報通信機器の活用に関する在宅就
業の実態と課題　Nα113」（日本労働研究機構　1998）と「パソコンネヅ
トワークに集う在宅ワーカーの実態と特性　No．106」（日本労働研究機構
1998）である。テレワーカーの職業観という意識的な側面からの調査とし
て、日本労働研究機構の「テレワーキングと職業観　No．131」（日本労働
研究機構　2000）がある。日本人の集団帰属意識の変化に着目しつつ、日
本人の行動特性および職業観を傭瞼しながら、これらに対してテレワーク
という新しい就業形態がどのような影響を与えるのか分析したものである。
なお、本格的にわが国のテレワークの実態を調査したものに、（社）日本
テレワーク協会の調査26がある。平成7、8、10、12年と時系列的に調査
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しており、わが国のテレワークの推移を把握する上で信頼性の高い実態調
査資料といえる。
　また、最新の調査としては産業研究所が日本テレワーク協会に調査委託
した「在宅ワークスタイルの実態等に関する調査研究」（2001）がある。
新しい就業形態としてのテレワークの普及実態および問題把握に有益な調
査資料である。前述した古郡も、場所の弾力化という視点から、テレコミュー
ティングの可能性を示唆しているが、将来の可能性に言及するに留まって
いる（古郡　1997）。
　テレワークと女性労働を関連付けた希少な研究として、日本テレワーク
学会での発表研究論文　坂本の「非雇用型テレワークは女性にとって良好
な就業形態か」27がある。研究対象は、非雇用型テレワーク、中でも在宅ワー
クの7～8割を占める女性テレワーカーである。坂本の研究目的は、非雇
用型テレワーカーの仕事に対する満足度を就業実態から調査分析し、非雇
用型就業形態による女性テレワーカーの満足度を考察することにある。現
状においては、非雇用テレワーカーもパートタイム労働と同様に不安定な
労働条件にあり、より積極的に身分保障や処遇上、さらに能力向上支援策
の必要性が急務であることを述べている。テレワーカー、特に在宅ワーカー
の主要な問題・課題を明確にした点を評価したい（坂本　2001）。次に、
福留の「テレワークにみる女性の仕事と家庭の両立」28をあげる。論点とし
ては、I　T機器の普及が就業者の公的領域（企業組織）と私的領域（家庭）
の領域区分を消去したことを指摘し、女性就業者の主要な課題である仕事
と家庭の両立の可能性を示唆すると共に、テレワークという就業形態がも
たらす従来の女性負担の軽減可能性と期待をより追究・解明することを主
張している（福留　2002）。両者の提示した視点は、まさにテレワークの
今後の主要研究課題といえよう。
　近年、政府においても就業の多様性に注目した研究報告が見られるよう
になったこともあげておきたい。2001年度の国民生活白書（経済企画庁
平成12年）29では「家族」を主テーマに据えて、家族環境の変化に伴う女性
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の就業環境の改善および多様な働き方を提言としており、I　Tの普及に伴
うテレワークの有効性と働き方の選択の柔軟性を評価し、育児をしながら
の就業の容易性など訴求している。また、前述した女性労働白書30の平成
11年版から平成13年版にかけて、仕事と家庭（育児・介護など）の両立の
観点から、I　T化の進展に伴う在宅ワークの可能性を強く打ち出している。
特に、平成12年、13年版では、在宅就業対策の推進に力点を置き、在宅ワー
クのガイドラインの策定・周知・啓発、在宅ワーク支援事業の実施、在宅
就業市場情報の提供などの推進に関して報告している。
　最後に、拙論として、就業形態の多様化という視点でテレワークの発展
可能性とそのための課題について考察した、「テレワークの普及と女性労
働一就業形態の多様化とテレワーク」31（2001）、「ネットワーク社会におけ
る女性労働一テレワークの普及と女性の就業形態の変化と課題」32（2001）
の研究成果をあげておく。
　前者の主要論点は、I　T化の進展がテレワークという場所と時間に拘束
されない就業形態を進展させ、テレワークの普及が女性労働に対してどの
ようなインパクトを与えるのか考察したものである。特に、在宅形態のテ
レワーカーに焦点を当て、前述した日本労働研究機構の調査研究報告書を
もとに企業におけるテレワークの利用実態、メリット、テレワークヘの女
性の希望度合、在宅ワーカーのメリットなどを分析し、さらに、現状を踏
まえてテレワーカー（在宅ワーカー）という個人的視点からの今後の課題
を考察した。本研究の特徴としては、従来の女性労働の主要課題である
r仕事と家庭の両立」の可能性を、テレワークという就業形態によってど
こまで有効に実現し得るかという視点で考察した。すなわち、女性労働の
課題をI　T化の進展に合わせた位置付けで考察した点があげられよう。
　他方、後者は、前者の系譜を引継いだ研究であるが、在宅ワークを含め
てテレワークについて総合的観点から考察したものである。テレワークの
現状を分析しながら、女性就業者の立場からテレワーク普及のための政策
的方向を考察した。両研究は、I　T化に伴う就業形態の多様性をテレワー
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クという就業形態に焦点を当て、女性の就業機会の拡大と人材としての活
用の可能性を探究しているという点ではI　T化社会における女性労働の新
しい課題側面を提示する位置付けにあるといえる。
おわりに
　女性労働の実態とその労働環境の変化推移を、主として女性の就業形態
に関する先行研究を基盤に考察してきた。女性の労働市場への進出が増大
するに伴って、雇用環境におけるジェンダー的視点から見た場合の問題は
依然として存在するものの、先行研究の焦点は、女性の労働力化への認識
の高まりへの考察と女性労働の期待する姿を描くところに当てられつつあ
ると思われる。
　少子化、高齢化による労働力の減少、さらにはI　T化の進展など、労働・
社会構造の大幅で急激な変化と均等法以後の男女共同参画社会への傾斜は、
女性労働に新たな局面を期待することになるものと確信する。
　本稿では、均等法以後の女性労働分野における研究の流れを、その実態
と就業形態の変化（多様化）、非正規（パート）労働、I　T化に伴う新就
業形態、すなわちテレワークに焦点を当て考察してきた。この3つの先行
研究の潮流を傭瞼し辿ってきたが、さらに男女共同参画社会におけるある
べき女性労働の姿を解明するという課題があるということはいうまでもな
い。
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